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様式第２号（第２条関係）

新保険者番号 新保険者名

旧保険者番号１ 旧保険者名１

旧保険者番号２ 旧保険者名２

旧保険者番号３ 旧保険者名３

　１　保険財政の広域化

　　(１)　広域化の種類

　　(２)　広域化の時期

平成　　　年　　　月　　　日

　　(３)　上記時期以降の広域化の予定

市町村合併　・　一部事務組合　・　広域連合

平成　　年度保険税（料）平準化計画
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　２　各旧保険者における国民健康保険事業の状況（旧保険者ごと）

　 旧保険者名

　　(１)　国保被保険者の加入状況（直近３か年度） （単位：世帯、人、％）

A B C D C÷A Ｄ÷Ｂ

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　　(２)　所得階層別国保世帯及び被保険者の状況（直近年度）

（平成　　年度） （単位：世帯、人）

所得無し 50万円未満
50～100
万円未満

100～150
万円未満

150～200
万円未満

200～300
万円未満

300～400
万円未満

国 保世 帯数

被 保険 者数

400～500
万円未満

500～600
万円未満

600～700
万円未満

700～800
万円未満

800～900
万円未満

900～1000
万円未満

1000万円超

国 保世 帯数

被 保険 者数

　　(３)　保険税（料）賦課状況（直近３か年度）

　 　  ア　 医療分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　 　  イ　後期高齢者支援金分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

  旧保険者番号　

加 入 率総 数 国 保 被 保 険 者 数

世 帯 人 口 国 保 世 帯 被 保 険 者
う ち 一 般
被保険者

年 度
保険税（料）率 応能・応益割合 一人当たり

調定額

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　　　　）】

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　　　　）】

一人当たり
調定額

年 度

年 度
保険税（料）率 応能・応益割合

世 帯 被 保 険 者
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　　　 ウ　介護分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　　(４)　保険税（料）軽減世帯の状況（直近３か年度） （単位：世帯、％）

７（６）割軽減 ５（４）割軽減 ２割軽減

100%

100%

100%

（注）　上欄に世帯数、下欄に構成比を記入すること。

　　(５)　保険税（料）収納状況（直近３か年度） （単位：％）

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

　　(６)　保険給付の状況（直近３か年度） （単位：円）

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

（注）　各年度欄の上欄には、給付種別ごとの被保険者一人当たり給付額（療養の給付、入院時食事療養
　　　費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額
　　　療養費及び高額介護合算療養費）又は一件当たり支給額（出産育児一時金及び葬祭費）を、下欄に
　　　は、給付種類別の給付額の総額を記載すること。

出 産 育 児 一 時 金

葬 祭 費

計

特 別 療 養 費

移 送 費

高 額 療 養 費

高 額 介 護 合 算 療 養 費

入 院 時 生 活 療 養 費

保 険 外 併 用 療 養 費

療 養 費

訪 問 看 護 療 養 費

収　　納　　率

区　　　　　　分

療 養 の 給 付

入 院 時 食 事 療 養 費

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

年 度

年 度 国保世帯数
軽減世帯数 減免世帯数

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　　　　）】

年 度
保険税（料）率 応能・応益割合 一人当たり

調定額
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　　(７)　国保特別会計財政収支の状況（直近３か年度） （単位：円）

一般被保険者分 一般被保険者分 一般被保険者分

介護納付金

前年度繰上充用金

収支差引額　　　　 　  Ｅ＝Ｃ－Ｄ

国庫支出金精算額等　 　　　   Ｆ

単年度経常収支 Ｈ＝Ｇ－Ａ－Ｂ

基金等保有額

　　(８)　備考

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

共同事業拠出金

精算額控除後差引額 Ｇ＝Ｅ－Ｆ

保健事業費

支援基金償還金

その他

一般会計繰入金（法定外）

歳
　
　
入

合　計　　　　　　　　　　　   Ｃ

合　計　　　　　　　　　　　　 Ｄ

歳
　
　
出

支援基金借入金

その他

総務費

保険給付費

老人保健拠出金

一般会計繰入金（法定分）

基金繰入金　　　　　　　　  Ａ

繰越金　　　　　　　　　　　  Ｂ

保険税（料）

国庫支出金

都道府県支出金

療養給付費等交付金

前期高齢者交付金

共同事業交付金

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

全 体 全 体 全 体
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　３　新保険者における国民健康保険事業の運営方針

　　(１)　保険税（料）平準化の基本方針等

　　 　 ア　基本方針

 　　　イ　平準化までの期間

　　(２)　借入額等

 　　　ア　借入希望額

 　　　イ　積　算

　　 　ウ　次年度以降の借入予定

円

　平成　　年度から平成　　年度まで　　　　か年度間
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　　(３)　償還予定額及び対処方針

　 　　ア　償還予定額 （単位：円）

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

　 　　イ　対処方針

　　(４)　保険税（料）賦課

　　　 ア　 借入年度における賦課の状況

 (ｱ) 　医療分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

※　所得割に係る按分方式

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

(ｲ)　後期高齢者支援金分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

※　所得割に係る按分方式

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）旧保険者３

旧保険者３

新保険者

旧保険者１

旧保険者２

年度

償還予定額

新保険者

旧保険者１

旧保険者２

旧保険者３

新保険者

応能・応益割合 一人当たり
調定額

保険税（料）率 応能・応益割合 一人当たり
調定額

保険税（料）率

旧保険者１

旧保険者２

旧保険者３

新保険者

旧保険者１

旧保険者２
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(ｳ)　介護分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

※　所得割に係る按分方式

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）

　 　　イ　次年度以降償還期間における賦課の方針

　　(５)　借入年度における国保特別会計予算の状況 （単位：円）

保険税（料）

国庫支出金

療養給付費等交付金

前期高齢者交付金

都道府県支出金

共同事業交付金

一般会計繰入金（法定分）

一般会計繰入金（法定外）

基金繰入金

繰越金

支援基金借入金

その他

合　計                        Ａ

総務費

保険給付費

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老人保健拠出金

介護納付金

共同事業拠出金

保健事業費

支援基金償還金

前年度繰上充用金

その他

合　計　　　　　　　　　　Ｂ

収支差引額　　　 　　 　Ａ－Ｂ

基金等保有額

旧保険者２

旧保険者３

次年度以降の見込み一般被保険者分全　　　体

旧保険者２

旧保険者３

新保険者

旧保険者１

新保険者

旧保険者１

歳
　
　
入

歳
　
　
出

保険税（料）率 応能・応益割合 一人当たり
調定額
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　　(６)　交付金に係る事業の概要

　　(７)　関連する取組

　　　 ア　広域化に係る広報啓発

　　　 イ　収納率の向上関係

　　　 ウ　医療費の適正化関係

　　　 エ　その他
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様式第４号（第３条関係）

保険者番号 保険者名

　１ 　保険者における国民健康保険事業の状況

　　(１)　国保被保険者の加入状況（直近３か年度） （単位：世帯、人、％）

うち一般
被保険者

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　　(２)　所得階層別国保世帯及び被保険者の状況（直近年度）

（平成　　年度） （単位：世帯、人）

所得無し 50万円未満
50～100
万円未満

100～150
万円未満

150～200
万円未満

200～300
万円未満

300～400
万円未満

国 保 世 帯 数

被 保 険 者 数

400～500
万円未満

500～600
万円未満

600～700
万円未満

700～800
万円未満

800～900
万円未満

900～1000
万円未満

1000万円超

国 保 世 帯 数

被 保 険 者 数

　　(３)　保険税（料）賦課状況（直近３か年度）

　　 　ア　医療分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　　　イ　後期高齢者支援金分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　　　ウ　介護分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）】

総 数 国 保 被 保 険 者 数

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）】

年 度
保険税（料）率 応能・応能割合 一人当たり

調定額

加 入 率

国 保 世 帯
Ｃ

平成　　年度財政安定化計画

世 帯
C ÷ A

被 保 険 者
D ÷ B

年 度
保険税（料）率 応能・応益割合 一人当たり

調定額

世 帯
Ａ

人 口
Ｂ

被 保 険 者
Ｄ

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）】

年 度

一人当たり
調定額

年 度
保険税（料）率 応能・応能割合
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　　(４)　保険税（料）軽減世帯の状況（直近３か年度） （単位：世帯、％）

７（６）割軽減 ５（４）割軽減 ２割軽減

100%

100%

100%

（注） 上欄に世帯数、下欄に構成比を記入すること。

　　(５)　保険税（料）収納状況（直近３か年度） （単位：％）

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

　　(６)　保険給付の状況（直近３か年度） （単位：円）

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

訪 問 看 護 療 養 費

療 養 の 給 付

入 院 時 食 事 療 養 費

入 院 時 生 活 療 養 費

減免世帯数年 度 軽減世帯数

平成　　年度

国保世帯数

平成　　年度

計

特 別 療 養 費

移 送 費

平成　　年度

年 度

収　納　率

区　　　　　　分

保 険 外 併 用 療 養 費

療 養 費

（注）　各年度欄の上欄には、給付種別ごとの被保険者一人当たり給付額（療養の給付、入院時食事療養
　　　費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額
　　　療養費及び高額介護合算療養費）又は一件当たり支給額（出産育児一時金及び葬祭費）を、下欄に
　　　は、給付種類別の給付額の総額を記載すること。

高 額 療 養 費

高 額 介 護 合 算 療 養 費

出 産 育 児 一 時 金

葬 祭 費
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　　(７)　国保特別会計財政収支の状況（直近３か年度） （単位：円）

一般被保険者分 一般被保険者分 一般被保険者分

介護納付金

前年度繰上充用金

収支差引額　　　　   Ｅ＝Ｃ－Ｄ

国庫支出金精算額等　　 　   Ｆ

単年度経常収支  Ｈ＝Ｇ－Ａ－Ｂ

基金等保有額

　　(８)　これまでの国保財政安定化に係る取組

都道府県支出金

平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

全 体 全 体 全 体

前期高齢者納付金等

共同事業拠出金

保険税（料）

共同事業交付金

一般会計繰入金（法定分）

一般会計繰入金（法定外）

国庫支出金

療養給付費等交付金

前期高齢者交付金

基金繰入金　　　　　　　  Ａ

後期高齢者支援金等

繰越金　　　　　　　　　　  Ｂ

支援基金借入金

その他

総務費

精算額控除後差引額  Ｇ＝Ｅ－Ｆ

歳
　
　
入

歳
　
　
出

保険給付費

老人保健拠出金

保健事業費

支援基金償還金

その他

合　計　　　　　　　　　　　 Ｄ

合　計　　　　　　　　　　   Ｃ
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　２ 　国民健康保険事業の運営方針

　　(１)　借入れに係る要因分析

　　(２)　借入額等

　 　　ア　借入希望額

　　　イ　積　算

円
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　　(３)　償還予定額及び対処方針

 　　　ア　償還予定額 （単位：円）

年 度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

償還予定額

　 　　イ　対処方針

　　(４)　保険税（料）賦課

　　 　ア　借入年度における賦課の状況

(ｱ)　医療分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

(ｲ)　後期高齢者支援金分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

(ｳ)　介護分 （単位：％、円）

所得割率※ 資産割率 均等割額 平等割額 応能割 応益割

平成　　年度

　　 　イ　次年度以降償還期間における賦課の方針

一人当たり
調定額

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）】

応能・応益割合 一人当たり
調定額

保険税（料）率 応能・応益割合 一人当たり
調定額

保険税（料）率

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）】

　※所得割に係る按分方式　【　旧ただし書方式　・　本文方式　・　住民税方式　・　その他（　　　　　　　　）】

保険税（料）率 応能・応益割合
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　　(５)　借入年度における国保特別会計予算の状況 （単位：円）

一般被保険者分

保険税（料）

国庫支出金

療養給付費等交付金

前期高齢者交付金

都道府県支出金

共同事業交付金

一般会計繰入金（法定分）

一般会計繰入金（法定外）

基金繰入金

繰越金

支援基金借入金

その他

合　計　　　　　　　　　　　　Ａ

総務費

保険給付費

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老人保健拠出金

介護納付金

共同事業拠出金

保健事業費

支援基金償還金

前年度繰上充用金

その他

合　計　　　　　　　　　　　　Ｂ

収支差引額　 　　　　　　　 　Ａ－Ｂ

基金等保有額

全 体 次年度以降の見込み

歳
　
　
入

歳
　
　
出
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　　(６)　国保財政安定化のための取組

　　　 ア　収納率の向上関係

　 　　イ　医療費の適正化関係

　 　　ウ　その他
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附 

則 

 

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 


